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北京あれこれ

　中国の特許事務所に調査費用を問い合せる
と、offi  cial feeは○○元ですといった答えが
返って来ることがあります。調査のことを聞
いたのに官庁費用が出てきて、困惑されたこ
とがある方もいらっしゃるかと思います。中
国での特許調査は、実質的な作業の多くは、
民間の調査会社ではなく、特許庁直属の専利
検索センターと呼ばれる機関などで行われて
います。上記のoffi  cial feeは、こうした機関
で発生する費用を指しています。
　中国にも民間の調査会社はありますが、ま
だまだ少なく、日本と比べると業界自体が成
熟していないと言われます。一方で、この専
利検索センターでの検索スキルは比較的高い
と言われ、調査依頼を受けた中国特許事務所
の多くが、実はこうした機関などに依頼して
いるようです。
　この専利検索センターは、北京の中国特許
庁と同じ建物の中に入っています。出願受付
などの窓口と同じ１階部分に、写真１枚目の
ようなブースや、検索ルームが置かれていま
す。ここへの調査の依頼は、写真２枚目のよ
うなフォームに、必要事項を書き込んで提出

するようになっています。この依頼書には、
希望する仕上がり日数や、中国語、英語どち
らの言語で報告を希望するかなど、該当する
箇所にチェックを入れられるようにもなって
います。
　このセンターでの検索には、特許庁の審査
部門で利用されるのと同じデータベースが利
用されているそうです。依頼としては先行技
術調査が多いようですが、他にも、ウォッチ
ング、クリアランスサーチや、特許庁からの
委託による無料特許相談などのサービスも行
われているようです。

　特許庁直属の機関として、審査協力センタ
ーという組織も、普段の実務と関わりが深い
機関の１つです（写真３枚目）。出願件数の
増加に伴って2001年に設けられた組織で、特
許庁の審査部門以外に特許出願の審査を行う
機関として知られています。全特許出願の約
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３分の１がここで処理されているそうです。
このセンターには、外部から公募で集められ
た数千人の審査官がいると言われます。OA
の審査官の名前の横の方に「審査協作中心」
と書いてあれば、ここに所属する審査官が担
当した案件であると分かります。
　審査協力センターに所属する審査官は、身
分は公務員ではありませんが、処理件数に連
動した評価制度などによって仕事へのモチベ
ーションが保たれていると言われます。その
ためか、センター所属の審査官が担当した案
件は若干OAが多いという声も聞かれます
が、特許庁では、双方の審査官の間で極力ば
らつきが生じないよう、同じ内容の研修を受
けさせるなどして、均一化を図っているよう
です。出願審査のほかにも、PCT出願の国
際調査報告や国際予備審査報告、実用新案の
評価報告の作成なども行われているようで
す。
　聞くところでは、中国は、2015年には、特
実意合わせて年間出願件数200万件までに増
やすことを目標にしているそうです。今の時
点でも既に相当な件数になっていますが、か
つて課題だった長い審査期間はその後順調に
短縮化されているようで、この審査協力セン
ターとの協力によって、件数が急増しても早
期に審査される環境が確保されることになる
ようです。

　日本とも関係する最近のニュースとして、
日中間の審査ハイウェイについて、検証作業
に着手するというのがありました。中国出願
人による日本出願の数は、日本から中国に向
かうケースと比べるとまだまだ少ないです
が、こちらのメディアでも、中国出願人が海
外の審査で待たされる問題に対しプラスに働
くだろうといった肯定的な意見が紹介されて
います。
　今の中国では、イノベーション型国家の建
設という大きなスローガンの下で、政府主導
で、様々な目標が打ち出されています。先ほ
どの出願件数増加もそうですし、ほかにも、
国際競争力向上のために、国外での特許保有
件数を増やそうという目標なども掲げられて
います。中国出願人によるPCT出願急増の
背景には、政府からの助成金による奨励が１
つとしてあると言われています。こうした一
連の明確な目標や、それが現実に達成されつ
つあるのを目にすると、国家主導でぐいぐい
引っ張っていく中国の力強さを感じます。
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